
（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：（茨木市）都市・地域総合交通戦略策定調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：茨木市 

 

 

 ３ 調査圏域：茨木市内一円 

 

 

 ４ 調査期間：令和５年度～令和６年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

   本市では、茨木市総合交通戦略を 2014 年３月に策定しており、基本方針に

「１．自動車に過度に依存しない、人と環境にやさしく安全な交通環境の構築」、

「２．多様な都市活動を支え、利用しやすい交通環境の構築」、「３．まちの魅

力を高める交通環境の構築」を掲げ、各々の交通施策を実施してきたところであ

る。 

   本戦略は策定から概ね 10 年後、必要に応じて見直すこととしており、本調査

はこれまでに実施した施策全体の評価を行うとともに、社会・経済状況等を踏ま

え、二期計画として改定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称：（茨木市）都市・地域総合交通戦略策定調査 

 

 

 

 ２ 報告書目次 

 

第１章 業務概要 

 1.1 業務概要 

 1.2 業務の内容 

  1.2.1 実施フロー 

  1.2.2 業務内容 

 1.3 業務組織計画 

 

第２章 目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項の検討 

 2.1 施策体系 

 2.2 実施する交通施策 

 2.3 事業の推進 

 

第３章 評価指標・数値目標の設定 

 

第４章 総合交通戦略協議会の運営支援 

 4.1 茨木市総合交通戦略協議会 

 4.2 公共交通部会 

 

第５章 パブリックコメントの実施支援 

 5.1 パブリックコメント資料の準備 

 5.2 聴取した意見の整理 

 

第６章 総合交通戦略の作成 

 6.1 計画の概要 

 6.2 茨木市総合交通戦略の作成 

 6.3 茨木市総合交通戦略（概要版）の作成 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 

茨木市総合交通戦略協議会 

（会長：立命館大学名誉教授 塚口 博司） 

 

 

茨木市総合交通戦略協議会 公共交通部会 

（部会長：富山大学准教授 猪井 博登） 

 

 

茨木市総合交通戦略協議会 事務局 

（茨木市建設部交通政策課計画推進係） 

 

 

 ４ 委員会名簿等： 

（総合交通戦略協議会） 

 所属 役職等 氏名 

会  長 立命館大学 名誉教授 塚口 博司 

副 会 長 富山大学都市デザイン学部 

都市・交通デザイン学科 
准教授 猪井 博登 

委  員 市民  角谷 伸一郎 

委  員 市民  藤田 和宏 

委  員 西日本旅客鉄道株式会社 

阪奈支社 地域共生室 
担当室長 中嶋 和政 

委  員 阪急電鉄株式会社 都市交通事

業本部 沿線まちづくり推進部 
部長 阿瀬 弘治 

委  員 大阪モノレール株式会社 

運輸部 
次長 中川 義彦 

委  員 阪急バス株式会社 自動車事業

本部 営業企画部（地域公共交通

担当）兼新モビリティ推進部 

部長 野津 俊明 

委  員 近鉄バス株式会社 取締役営業部長 田邉 勝己 

委  員 京阪バス株式会社 経営戦略室 取締役副室長 田中 弥 

委  員 一般社団法人大阪タクシー協会 理事 髙橋 光浩 

委  員 大阪府民の交通環境を良くする

行動 北摂地区実行委員会 
茨木地区代表 園田 修 

委  員 茨木障害フォーラム  六條 友聡 



委  員 
特定非営利活動法人 

自転車活用推進研究会 

理事 

関西事務局長 
藤本 典昭 

委  員 
国土交通省 近畿地方整備局 

建政部 都市整備課 
課長補佐 大前 利夫 

委  員 
国土交通省 近畿地方整備局 

大阪国道事務所 
地域調整課長 水野 洋幸 

委  員 
国土交通省 近畿運輸局 

大阪運輸支局 総務企画部門 

首席運輸 

企画専門官 
釈迦戸 久夫 

委  員 
国土交通省 近畿運輸局 

大阪運輸支局 輸送部門 

首席運輸 

企画専門官 
中村 洋一 

委  員 大阪府 都市整備部 交通戦略室 交通計画課長 江藤 良介 

委  員 
大阪府茨木土木事務所 

参事兼地域支

援・企画課長 

佐々木 清 

委  員 大阪府茨木警察署 交通課長 前田 康晴 

 

 

（公共交通部会） 

 所属 役職等 氏名 

部 会 長 富山大学都市デザイン学部 

都市・交通デザイン学科 
准教授 猪井 博登 

委  員 阪急バス株式会社 自動車事業

本部 営業企画部（地域公共交通

担当）兼新モビリティ推進部 

部長 野津 俊明 

委  員 近鉄バス株式会社 取締役営業部長 田邉 勝己 

委  員 京阪バス株式会社 経営戦略室 取締役副室長 田中 弥 

委  員 一般社団法人大阪タクシー協会 理事 髙橋 光浩 

 



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

   本業務は、2014 年３月に策定した「茨木市総合交通戦略（以下、交通戦略）」

について、位置付けた施策の取組状況や評価指標の達成状況を確認のうえ、交通

戦略を評価し、改定するものである。（改定は、令和５年度と令和６年度の２か

年で実施するものであり、本業務は２年目の業務を対象とする。） 

 

 ２ 調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              フィードバック    反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【令和５年度業務】 

市民アンケート調査の検討・分析、地域概況及び交通現況の整理・把握 

交通戦略の評価と課題の整理、上位・関連計画の整理、課題の整理 

計画の基本的な方針や目標の検討、マクロ交通シミュレーションによる検討 

目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項の検討 

・施策や実施スケジュール、実施主体の検討 

 
評価指標・数値目標の設定 

・交通戦略に関する評価指標と数値目標の設定 

 

総合交通戦略素案の作成 

・茨木市総合交通戦略素案としてとりまとめ 

 

総合交通戦略協議会の運営支援 

・会議資料作成、議事録作成等 

・茨木市総合交通戦略協議会及び部会の開催 

 

パブリックコメントの実施支援 

・パブリックコメントに必要な資料作成等 

 



 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

前年度業務の成果を基に、総合交通戦略協議会での協議やパブリックコメントの意見を踏まえ、

位置付ける施策や評価指標等を整理し、交通戦略を改定した。 

協議会の開催時期及び協議事項は以下のとおり。また、パブリックコメントは、令和６年 12 月

６日から令和う７年１月５日まで実施し、４人の方から 27 件の意見が提出された。 

 

 

また、上記を踏まえ、次のとおり、基本方針ごとに施策及び評価指標を整理した。 

 

 

 

 

 

本業務の対象 



 



 

 

 



 

 


